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Ⅰ　事実の概要
　Ｂ及びＸ（原告，控訴人，被上告人）は，いずれも遺言者Ａの子であり，Ｙ
（被告，被控訴人，上告人）らは，いずれもＢの子である。
　Ａは，平成 ５年 2月1７日，Ａの所有に係る財産全部をＢに相続させる旨を記
載した条項及び遺言執行者の指定に係る条項の 2か条から成る公正証書遺言を
した（以下，この遺言を「本件遺言」といい，本件遺言に係る公正証書を「本件遺言
書」という。）。
　Ｂは，平成1８年 ６ 月21日に死亡し，その後，Ａが同年 ９月2３日に死亡した。
　そこでＸは，本件遺言は，ＢがＡより先に死亡したことにより効力を生ぜず，
Ａの遺産につき法定相続分に相当する持分を取得したと主張して，Ｙらに対し，
Ａが持分を有していた不動産につきＸが法定相続分に相当する持分等を有する
ことの確認を求めた。
　第 1審の東京地裁（後掲②判決）は，Ｙらの代襲相続を認めＸの請求を棄却
したところ，原審の東京高裁（後掲⑦判決）が請求を認容したためにYらが上
告受理の申立てをした。その要点は，代襲相続しないという原審の判断は，代
襲相続を認める過去の高裁判決（後掲①判決）と相反することと相続分指定の
場合には，指定された相続分を代襲相続すると解すべきであることの 2点であ
る。
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Ⅱ　判旨　　上告棄却
　被相続人の遺産の承継に関する遺言をする者は，一般に，各推定相続人との
関係においては，その者と各推定相続人との身分関係及び生活関係，各推定相
続人の現在及び将来の生活状況及び資産その他の経済力，特定の不動産その他
の遺産についての特定の推定相続人の関わりあいの有無，程度等諸般の事情を
考慮して遺言をするものである。このことは，遺産を特定の推定相続人に単独
で相続させる旨の遺産分割の方法を指定し，当該遺産が遺言者の死亡の時に直
ちに相続により当該推定相続人に承継される効力を有する「相続させる」旨の
遺言がされる場合であっても異なるものではなく，このような「相続させる」
旨の遺言をした遺言者は，通常，遺言時における特定の推定相続人に当該遺産
を取得させる意思を有するにとどまるものと解される。
　したがって，上記のような「相続させる」旨の遺言は，当該遺言により遺産
を相続させるものとされた推定相続人が遺言者の死亡以前に死亡した場合には，
当該「相続させる」旨の遺言に係る条項と遺言書の他の記載との関係，遺言書
作成当時の事情及び遺言者の置かれていた状況などから，遺言者が，上記の場
合には，当該推定相続人の代襲者その他の者に遺産を相続させる旨の意思を有
していたとみるべき特段の事情のない限り，その効力を生ずることはないと解
するのが相当である。
Ⅲ　研　　究
　わが国では法律が相続人を定めるのであるから，遺言の有無にかかわらず，
ある推定相続人が被相続人の死亡よりも先に死亡し，欠格事由に該当し，また
は廃除されたような場合には，その者の直系卑属が代襲相続人となる。したが
って，今回の論点を正確に表現すれば，推定相続人に対して行われた相続分指
定や遺産分割方法の指定が，代襲相続の場合に，代襲者に対して及ぶか，とい
うことになる。また，代襲相続人の相続分を定める９01条のいう，被代襲者が
「受けるべきであったもの」に指定相続分が含まれるのか，そして９0８条で分
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割方法の指定がされる場合に９01条が類推適用されるのか，ということになる
のではないだろうか。
１ 　相続させる旨の遺言総論
　まず，必要だと思われる範囲で「相続させる」旨の遺言について，簡単に確
認をしたい。
　その性質が遺贈なのか，相続なのかということで議論されたが，最高裁が遺
産分割方法の指定と解し，かつこのような遺言があるときは分割協議が不要で
ある旨判示した（最判平 ３・ 4・1９民集4５ - 4 - 4７７；以下，香川判決という）。学説
上はその後も反対説は強く唱えられているものの，裁判所は最高裁の判断に従
っている。さらに，特定の相続人に対し相続させたものの価値が当該相続人の
相続分よりも多い場合には，単なる遺産分割方法の指定ではなく，相続分の指
定をも伴うものと解されている。「相続させる」旨の遺言にかかわる，こうい
った効果は，遺言者の意思を根拠として認められてきた。
　上記香川判決は，特定の財産を特定の相続人に対して相続させるという遺言
が問題となった事案であるが，本件がそうであるように，すべての財産を特定
の相続人に対して相続させるという遺言も存在する。このようなすべて相続さ
せる旨の遺言についても，包括遺贈としてではなく，原則として遺産分割方法
の指定であるとして扱われている。
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東京高判昭4５・ ３ ・３0高民集2３- 2 -1３５及び本件原審（後掲⑦判決）も正面から相続分指定を
伴うことを認めている。最高裁判決が相続させる旨の遺言の性質を述べる際には，相続分を伴う
ことについては触れないが，最判平21・ ３ ・24民集６３- ３ -42７は，全部相続させる旨の遺言と相
続債務の承継について判断した判決で，受益相続人が指定相続分の割合に応じて相続債務をすべ
て承継するとして，当該遺言に相続分の指定を伴うことを前提とした判断をしている。学説でも
一般にそう考えられている。たとえば，中川善之助・泉久雄『相続法』（有斐閣，第 4版，
2000）2５３頁，二宮周平『家族法』（新世社，第 ３版，200９）410頁参照。
たとえば，本件第 1審（後掲②判決）は，香川判決が「遺産全部を『相続させる』趣旨の遺言
について，遺産分割方法の指定と解することを除外しているわけではない。その趣旨は，遺言に
より遺産分割方法を指定し，その効果として，遺産分割協議等を経ずして，当該遺産を被相続人
の死亡時に直ちに相続により承継する以上，対象となる遺産に特定性がなければならないとの趣
旨であると解される。すると，『相続させる』とする財産が，遺言者の遺産の全部であっても，
そのことをもって当然に遺贈と解すべきではなく，遺言書の記載から遺贈であることが明らかで
あるか，遺贈と解すべき事情がない場合には，遺産分割方法の指定と解すべきことに変わりはな
1）
2）
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2 　「相続させる」旨の遺言と代襲相続にかかわるこれまでの実務
　本判決の論点については，香川判決よりも前にすでに実務上の指針が法務省
民事局第三課長回答の形で提示されている。それによれば，「遺言書中に，Ａ
が先に死亡した場合はＡに代ってＡ́ に相続させる旨の文言がない限り，その
部分の遺言は効力を失い，代襲相続はしない」。
　上記回答が代襲を認めなかった理由は，①遺言は特定の者であるAに向け
られ，しかも遺言者が死亡した時点で生存していたならば特定の者Ａに「相続
させる」と解するのが合理的であること，②代襲の意思があるならＡが死亡し
た時点でその旨の再度の遺言も可能であったはずであること，及び，③登記官
の形式的審査権限の範囲内において，遺言を評価するには，登記官は遺言書の
内容を形式的に判断するのがもっとも適切な処理であることにあるとされてい
る。
3 　「相続させる」旨の遺言と代襲相続にかかわるこれまでの審判例・裁判例
　次ぎにこれまでの裁判所の判断，特に明らかに「相続させる」旨の遺言を扱
うものについて，各事件の結論が代襲相続を認めたかどうかに従い列挙し，そ
の論理を見ていくことにする。その際，遺言内容，その遺言の性質（遺産分割
方法の指定か，相続分指定を伴うか）を裁判所がいかに判断したか，その事件に
まつわるその余の特殊事情を併せて列挙しておく。
　⑴　肯定例
①東京高判平18・ 6 ・29判時1949 - 34
内容：　自らの財産を子にそれなりに分配するもの。
3）
4）
いことになる。」と述べている。
昭和６2年 ６ 月３0日民 ３第３411号民事局第三課長回答（坂巻豊「遺言者が，その者の法定相続人
中の 1人であるＡに対し，『甲不動産をＡに相続させる』旨の遺言をして死亡したが，すでにＡ
が遺言者より先に死亡していて，Ａの直系卑属 Á がいる場合の登記の取扱いについて」金法
11７1号（1９８７）24頁資料参照）。
坂巻・前掲注３）22頁。
3）
4）
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性質：　遺産分割方法の指定
その余の事情：　代襲相続人を考慮に入れた第 2遺言あり。押印なく，未完成。
判断：　「相続人に対し遺産分割方法の指定がされることによって，当該相続
人は，相続の内容として，特定の遺産を取得することができる地位を取得
することになり，その効果として被相続人の死亡とともに当該財産を取得
することになる。そして，当該相続人が相続開始時に死亡していた時は，
その子が代襲相続によりその地位を相続するものというべきである。
　すなわち，代襲相続は，被相続人が死亡する前に相続人に・・・代襲原
因が発生した場合，相続における衡平の観点から相続人の有していた相続
分と同じ割合の相続分を代襲相続人に取得させるのであり，代襲相続人が
取得する相続分は相続人から承継して取得するものではなく，直接被相続
人に対する代襲相続人の相続分として取得するものである。そうすると，
相続人に対する遺産分割方法の指定による相続がされる場合においても，
この指定により同相続人の相続の内容が定められたにすぎず，その相続は
法定相続分による相続と性質が異なるものではなく，代襲相続人に相続さ
せるとする規定が適用ないし準用されると解するのが相当である。・・・
　遺産分割方法の指定は相続であり，相続の法理に従い代襲相続を認める
ことこそが，代襲相続制度を定めた法の趣旨に沿うものであり，相続人間
の衡平を損なうことなく，被相続人の意思にも合致することは，法定相続
において代襲相続が行われることからして当然というべきである。遺産分
割方法の指定がされた場合を遺贈に準じて扱うべきものではない。」
②東京地判平20・11・12民集65 - 2 - 709〔本件第 1審〕
内容：　全部の財産を一人の相続人に対して相続させる。
性質：　遺産分割方法の指定
判断：　本件遺言書を遺贈と解することはできないので，９９4条 1 項により遺
贈が失効することを理由に，本件遺言書が失効すると判断することはでき
ないとした上で，次のように述べている。
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　「代襲相続は，被相続人が死亡する以前に，相続人が・・・相続権を失
ったとき，その相続人の直系卑属がその者の受けるはずであった割合の相
続分を受ける制度である。
　これに対し，遺言により特定の遺産について遺産分割方法の指定を受け
た場合，当該遺産が被相続人の死亡時に直ちに相続により承継されると解
することから，このような効果を生じさせる特定の遺産に関する遺産分割
方法の指定につき，当然に代襲相続しうるかという問題はある。
　しかしながら，代襲相続が，相続人の死亡等といった順当を欠く事態に
おいて相続制度上の公平を図り，相続人が受けるはずであった権利につい
て，直系卑属に承継させる制度であることからすると，被相続人が特定の
相続人に対し，相続により承継させる対象とした遺産については，原則と
して代襲相続するものと解するのが相当である。そして，法律上，被相続
人は遺言により，相続人や遺産に関する事柄を定め，その方法として遺産
分割方法の指定や相続分の指定をすることができるとされているのである
から，特定の遺産に関する遺産分割方法の指定についても，これを相続に
より承継させようとした相続人が死亡した場合，代襲相続人が相続するも
のとするのが，当事者の意思に適う」。
　⑵　否定例
③東京家審平 3・11・ 5 家月44 - 8 - 23
内容：　同族会社の株式を共同経営者であったA，B，C，Dに平等に相続さ
せ（ 1項），従業員にとどまった娘や五男には遺産を相続させない（ 2項）。
（公正証書遺言）
性質：　分割方法の指定（ 1項）と相続分指定（ 2項）
判断：　「被相続人死亡の時に名宛人とされた相続人が死亡しているときは，
その相続人がこれを引き継ぐことはなく，分割の対象となる遺産にな
る。」とするが，その理由は特に述べない。
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④東京地判平 6・ 7・13金判983 - 44
内容：　財産目録記載の財産のすべてを長女一人に相続させる。
その余の事情：　すべてを「長女の遺子，長男，次男，長女の三名に代襲相続
させる」旨の第 2遺言を書きながら死亡。押印がなく，未完成。
性質：　遺産分割の方法の指定
判断：　「長女が遺言者死亡前に死亡したことにより，長女が遺言者を相続す
ることはあり得なくなったのであるから，長女に対する遺産分割方法を指
定した本件遺言の（一）〔執筆者注：相続させる部分〕は当然に失効したもの
といわなければならない。」
　「本件遺言の遺言状には，長女の家族関係に関する記載やそれに対して
配慮を示したような記載なども全くなく，したがって，本件遺言の（一）
の文言から離れて，長女が遺言者より先に死亡した場合には，その代襲相
続人に相続させるとの意思であったと解することは困難である。」
⑤東京地判平10・ 7 ・17金判1056 - 21
内容：　一定の財産を長女一人に相続させる。
その余の事情：　預金を含む一定の財産の全てを長女の子ら三名に代襲相続さ
せ，長男に対する遺産相続は一切認めない旨の第 2遺言作成（自筆証書）。
印影がなく，未完成。
性質：　遺産分割の方法の指定
判断：　「遺言書中に，右特定相続人が先に死亡した場合には，その代襲相続
人に当該特定財産を代襲相続させる旨の記載があれば格別，そうでない限
りは，右特定相続人が被相続人を相続することがあり得なくなった以上，
当然，効力を生じなくなったものというべきである。
　なぜなら，被相続人は，一般に，被相続人と特定相続人の関係，特定相
続人の財産状況，被相続人と他の相続人との関係など個別具体的な事情に
照らして，特定相続人に特定財産を相続させる旨の遺言をするのであって，
代襲相続人と被相続人の関係等を考慮して，遺言をするものではない。そ
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うすると，特定相続人が先に死亡した場合には，当然に遺言を失効させる
ことが，被相続人の遺言意思に合致するからである。」
⑥東京高判平11・ 5 ・18金判1068 - 37
※原審である上記⑤判決と同旨：両遺言とも無効
⑦東京高判平21・ 4 ・15民集65 - 2 - 717〔本件原審〕
性質：　相続分の指定を伴う遺産分割方法の指定
判断：　「遺言は，遺言者の死亡時からその効力を生ずるのであるから（民法９８
５条 1 項），遺言者の死亡時に受遺者又は遺言により財産を承継するとされ
た者が存在することが必要であるのは当然のことである。したがって，遺
言者が遺言により相続人の相続分の指定をしたり，又は遺産分割方法の指
定をしても，その対象となった相続人が遺言の効力発生時である遺言者の
死亡以前に死亡していた場合には，同遺言は，その効力を生じないのが筋
合いである。」
　「遺言が相続分又は遺産分割方法の指定をするものであるからといって，
それだけで直ちに，当該遺言には遺言者の死亡以前に指定に係る相続人が
死亡した場合にはその代襲相続人にその効力を及ぼす趣旨が含まれている
と解するのは相当でない。民法９９4条 1 項は，受遺者が遺言者の死亡以前
に死亡したときの遺贈の解釈（通常，遺言者の意思は，特定の受遺者に向けら
れていると解する。）を示したものともとらえられるところ，この遺贈の場
合と同様，相続分又は遺産分割方法の指定をする遺言であっても，通常，
遺言者は特定の相続人に着目していると考えられるからである。」
⑧東京地判平21・11・26判時2066 - 74
内容：　一切の財産を長男に相続させる。
性質：　相続分の指定を伴う遺産分割方法の指定
その余の事情：　受益予定の推定相続人死亡の ８ヶ月後に遺言者死亡。すでに
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成年被後見人。
判断：　「遺言者は，『相続させる』旨の遺言をするに当たって，一般に，各相
続人との身分関係及び生活関係，各相続人の現在及び将来の生活状況や資
力その他の経済関係，特定の不動産その他の遺産についての特定の相続人
の関わり合いの関係等諸般の個別具体的な事情を考慮して遺言をするもの
であって，必ずしも代襲相続人と遺言者との関係を考慮して遺言をするも
のとはいえない。
　したがって，特定の相続人に『相続させる』旨の遺言は，通常，名宛人
とされた特定の相続人に向けられた趣旨と解すべきであって，名宛人とさ
れていた特定の相続人が，遺言者より先に死亡した場合には，遺言書中に
当該相続人が先に死亡した場合には代襲相続人に当該遺産を代襲相続させ
る旨の記載があれば格別，そうでない限り，原則として遺言は失効すると
解することが遺言者の通常の意思に合致すると解される。」
　「しかしながら，『相続させる』旨の遺言においても，当該遺言書の全
記載との関連，遺言書作成当時の事情及び遺言者のおかれていた状況等を
考慮して遺言を合理的に意思解釈した上，遺言者の意思が，当該相続人が
先に死亡した場合には，当該財産を代襲相続人に相続させるというもので
あったと認められるような特段の事情がある場合には，『相続させる』旨
の遺言においても代襲相続が認められるというべきである。」とした上で，
個別事情を判断した後，特段の事情なしとして，代襲相続を否定。
　⑶　小括
　まず，事件の具体的内容から見れば，代襲相続を肯定する①判決の事案では，
被相続人は，相続人である子らに完全に平等ではないにしても財産を分配して
いる（以下，分配型相続させる遺言という）。遺言書作成当時に存在した ５名の相
続人に対して，長男に特定の土地建物を相続させ，残りの相続人には残った不
動産と預金をそれぞれ ５等分して割り付けている。先死したのが長男ではない
ので，遺産の分配に相続人の個性はあまり関係していない。したがって，他の
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事件に比べ代襲相続させやすかったものと思われる。
　同じく分配型相続させる遺言であった③審判の事案では，逆に代襲が否定さ
れた。同事件の遺言内容が株式の分割であったため，裁判所は，法定相続に持
ち込むことで，遺産分割手続きの中で，それらの株式を経営に携わっている相
続人らに承継させることを選んだ。
　次ぎに論拠についてみれば，代襲肯定の 2例はともに代襲相続の趣旨を相続
人間の衡平，すなわち，被代襲者と同じだけの取り分を得ることと捉えている。
①判決は，代襲の対象を相続分として捉えた上で，遺贈とは異なり，相続制度
には代襲相続という制度が用意されている以上，相続の中で処理される相続さ
せる旨の遺言についてももちろん代襲が行われると見る。②判決は，もっぱら
分割方法の指定が代襲相続人に及ぶのかを判断していて，相続分指定の効力は
当然代襲相続人に及ぶという姿勢であるように読める。基本的には①判決と同
様の理解をしているのではないかと思われる。
　代襲相続を認めない⑤～⑧判決の理由は，遺言者が特定の相続人との関係を
考慮して遺言をするのが通常だから，という遺言者の一般的意思を論拠として
いる。しかし，④判決では，もっぱら遺言の解釈を行い，当該遺言者の意思が
重視されているところに他の否定判断との違いがある。通常，遺言者本人の意
思が不明確な場合には，一般に遺言者ならどう考えているかも参考とされるで
あろうから，あまり大きな違いはないのかもしれない。
　⑧判決は，特段の事情に基づく例外的代襲の可能性を肯定するために，折衷
的である。また，④判決によれば，代襲相続人に相続させるとの意思であった
と解することができればよいので，明確に代襲相続に言及した条項がなくても
代襲が認められる可能性があるように読める点で，⑧判決と通じるところがあ
る。
5）
この事件では，遺言書作成後に受益相続人が死亡したほか，遺言者は養子縁組をしているので，
相続人の構成自体も変化している。しかし，遺言自体は有効であるので，受益相続人が死亡して
いなかったときにも，やはり養子には分割方法の指定がない。そうすると，代襲を認めたとして
も，養子の置かれた状況に変化はない，と考えることはできるであろう。
5）
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４ 　「相続させる」旨の遺言と代襲相続に関する学説
　従来，指定相続分と代襲相続については学説においてもあまり議論されてい
なかったようである。そこで，ここでは，本件最高裁判決に対する評釈を中心
に，代襲の賛否について，その論拠を概観しておきたい。
　⑴　代襲否定説
　上記裁判例とは異なり，学説では，遺贈で代襲を否定する９９4条 1 項が参照
されている場合が多い。これは一般的当事者意思からの説明である。同項の定
めを当事者意思解釈の基本として捉える明治民法起草者の説明と，他方「相続
させる」旨の遺言も遺産を取得するとされた者に利益等を与えるもので，その
者に着眼してなされるものであることから，同項を類推適用して代襲を否定す
る。
　また，遺言者の意思が名宛人の死亡した場合にはその子に相続させるという
意思であるかどうか必ずしも明確ではなく，遺言で明示的に指定（指名）され
ていない者を，財産処分の名宛人と解するのは，遺言制度とそもそも相いれな
い。遺言者が代襲を望む場合には受益相続人（遺言により遺産を相続させるもの
とされた推定相続人のこと。以下，同旨）の補充的指定（補充遺言）が従来登記実
務上認められてきたことから，その補充的指定がないにもかかわらず遺言から
遺言者の一般的意思として代襲を認めるのは恣意的である。相続人や代襲相続
人らは明確でなければならず，「特段の事情」次第で代襲を肯定するという折
6）
7）
8）
9）
10）
潮見佳男『相続法』（弘文堂，第 ３版，2010）11３頁には，代襲相続人が被代襲者の指定相続分
を代襲することが明記されている。そのことは，同書122頁で，代襲相続は代襲者が被代襲者の
相続資格に「代位」することを法定した制度であると説明されていることと関連するものと思わ
れる。逆に前田陽一・本山敦・浦野由紀子『民法Ⅵ 親族・相続』〔浦野由紀子〕（有斐閣，第 2
版，2012）2７８頁は，相続分の指定が当該相続人個人を対象として行われるであろうことを理由
に，指定相続分は代襲相続人には及ばない，とされる。
脇村真治「『相続させる』旨の遺言と代襲相続について」登記研究７３4号（200９） ３ 頁，本山敦
「判批」金判1３６７号（2011）1３頁，西口元「『相続させる』遺言の効力をめぐる諸問題」判タ８22
号（1９９３）５1頁。
西口・前掲注７）５1頁。北野俊光「『相続させる』旨の遺言の実務上の問題点」久貴忠彦編『遺
言と遺留分　第 1巻』（日本評論社，第 2版，2011）1８６頁。
本山・前掲注７）12頁。
本山・前掲注７）1３頁。
6）
7）
8）
9）
10）
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衷的対応では，予測可能性・法的安定性に欠ける。
　遺言自体に着眼すれば，遺言の効力発生時に遺産を取得する者が先死して存
在しないのであるから，当該遺言はその効力を生じ得ないことにもなる。
　代襲相続制度の側面からは，代襲者は自己固有の相続権で被相続人の権利を
相続し，被代襲者に代位して相続するのではないから，代襲相続の規定は，被
相続人の意思にかかわりのない法定相続の場合に限定して適用されるべきもの
だという主張もされる。
　⑵　代襲肯定説
　肯定説は，特に代襲を肯定した①判決の評釈に見られる。遺言者の一般的意
思が代襲することにあるという見解，「相続させる」旨の遺言法理を，「遺贈」
ではなく「相続」という形で徹底化を推し進めれば，代襲相続を認めるという
のは当然の結論だという見解，代襲相続制度の基礎には，被代襲者が相続して
いれば，代襲者は後の相続で承継し得たはずだという公平の観念があるとして，
「相続させる」旨の遺言が相続分指定を伴うかどうかにかかわらず，代襲を認
めるのが衡平に適うとする見解がある。
　⑶　小括
　①判決の事案では遺言内容が，相続開始時点の状況には必ずしも一致はして
いなかったが，分配型相続させる遺言であった。それを前提に本論点について
考慮した学説は，代襲を肯定するにいたったのではないかと思われる。
　学説では，肯定説も否定説もともに，遺言者の意思ないし想定を論拠とする。
想定する遺産の種類や遺言者の意思が異なるということであろう。相続は被相
続人と相続人との関係であるので，遺言書作成に際しても遺言者は相続人その
人の事情を考慮していると考えるか，その人の事情を考慮するのはもちろんで
11）
12）
13）
14）
15）
16）
17）
本山・前掲注７）12頁。
脇村・前掲注７） ３頁。
小圷眞史「判批」公証法学40号（2010）10７頁。
床谷文雄「判批」リマークス３８号（200９〈上〉）７３頁。
千藤洋三「『相続させる』旨の遺言と代襲相続」関大法学論集６1巻 1 号（2011）６８頁。
加藤祐司「判批」別冊判タ22号（200８）1５５頁。
床谷・前掲注14）７３頁は，遺産の内容と遺言者意思の関連性を指摘する。
11）
12）
13）
14）
15）
16）
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あるが，その中にはその相続人の家族のことも含まれていると考えているか，
という差もあるようにも思われる。
　また代襲制度自体も両説で論拠とされている。
　否定説の中には補充的に，受益相続人の先死により遺言の効力が消滅すると
いう論拠を挙げるものあるが，遺言内容が代襲者に影響するということになれ
ば，消滅しないとも言えるのであろうから，遺言の効力消滅は必然ではないで
あろう。
5 　各制度趣旨
　いくつかの学説や裁判例では，制度趣旨に言及するものがあるため，極簡単
ではあるが，制度趣旨について確認しておきたい。
　民法起草委員は，被相続人の意思を尊重し，各共同相続人の実情に即して，
具体的，合理的な配分が行われることを期待して，相続分指定（９02条）と遺産
の分割方法の指定（９0８条）とを定めたことが指摘されている。
　受遺者先死の場合に遺贈が無効となる旨を定める９９4条については，立法資
料上は，起草者意思は明らかでないようであるが，遺言者の意思解釈と再度の
遺言による対応可能性が考慮されていたことが指摘されている。
　代襲相続については，もし被代襲者が相続していれば，後に相続により財産
を承継し得たはずであるという代襲者の期待を保護することが衡平に合致する
と説明される。より具体的には，「父より先に長子が死亡し，その長子の子，
すなわち父の孫が生き残った場合，父に次子があったとすれば，その子は一親
等，長子の子は孫であるから二親等となり，近親等優先の親等主義からいって，
18）
19）
20）
21）
相続分指定については，谷口知平・久貴忠彦編『新版注釈民法（2７）』〔有地亨〕（有斐閣，
1９８９）1９2頁。遺産分割方法の指定については，松原正明『全訂判例先例相続法Ⅱ』（日本加除出
版，200６）３８３頁。
中川善之助・加藤永一編『新版注釈民法（2８）』〔阿部徹〕（有斐閣，補訂版，2002）2３５頁。そ
の上で，阿部教授は，遺言者の意思は特定の受遺者自身に向けられてるのが通常だから，という
のが本条（９９4条）の趣旨を正当化する唯一の合理的根拠であろうとされている。
本山・前掲注７）11頁。
松原正明『全訂判例先例相続法Ⅰ』（日本加除出版，200６）10３頁。
18）
19）
20）
21）
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孫は相続できないことになる」ということが問題で，「これは著しく公平を欠
くことだし，人情の上からも堪えられない」という理由で，代襲が認められて
いる。
Ⅳ　検　　討
　遺言と代襲相続の関係に関する各説を分類すると次のようになるであろう。
　まずア代襲制度を相続制度中の制度として捉え，遺言があろうと推定相続人
が先死しているときには，もちろん代襲相続人に影響する，という考え方があ
る。これを代襲制度の趣旨から説明をすると，代襲相続人がもらうはずだった
ものを承継する，それが相続人間の衡平である，ということになる。その際，
影響を及ぼすのは相続分だけなのか，分割方法についてもなのかは，考え方が
分かれる。
　これに対抗するのが，多くの裁判例がとる立場で，イ遺言の内容は代襲相続
人に及ばないという考え方である。この説も，遺言者が明示的に代襲を承認す
る場合には，代襲を否定はしない。
　以上のアとイの中間に位置するのが，ウ遺言の効力を及ぼすかどうかを解釈
する見解である。この見解には，さらに原則肯定説と本件最高裁のとる原則否
定説がある。
　 1　代襲相続の趣旨からの説明
　代襲者の相続分は被代襲者の相続分であるという点で，代襲は代位的である
（９01条）が，代襲相続制度のもともとの趣旨が，推定相続人が被相続人よりも
22）
23）
24）
25） 26）
27）
28）
29）
中川 =泉・前掲注 1）1３2頁。
島津一郎「分割方法指定遺言の性質と効力」判時1３７4号（1９９1） ７ 頁，右近健男「判批」判評
３９５号（1９９2）1７1頁，千藤・前掲注1５）６８頁，①②判決。
加藤・前掲注1６）1５５頁，①判決，②判決。
右近・前掲注2３）1７1頁は，指定相続分については代襲が認められると解するが，「相続させ
る」旨の遺言を分割方法の指定であると性格づけるので，本論点については結論的に代襲を否定
することになる。
島津・前掲注2３） ７ 頁，②判決。
本山・前掲注７） ８頁。
床谷・前掲注14）７３頁。
⑧判決も同旨。④判決も同旨ではないかと考える。
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たまたま先に死亡することにより，被相続人の財産がその推定相続人の子に全
く承継されなくなることを妨げるものであるということであれば，指定相続分
をそのまま承継するというためには，もう少し説明が必要であろう。相続させ
る旨の遺言で受益相続人が先死した場合には，代襲相続自体は法律上当然に起
こっていて，被代襲者に対する相続分指定の効力が代襲者に及ばなくても，代
襲相続人には一定の取り分は認められるからである。
　その意味で，代襲相続制度の趣旨を掲げて代襲を認めた裁判例や学説には，
直ちには賛成できない。
　 2　遺言者の指定の意図と代襲の意思
　代襲制度の趣旨がいずれにしても全うできるとすれば，遺言者の意思を問題
とすることができる。遺言では，遺産分割方法の指定の他に相続分指定が可能
であるが，それらの指定をする際に遺言者が考慮する事柄というのは，結局変
わらないので，両者を一括して扱う。
　遺言と代襲が問題となる場合には，遺言書作成時点では受益相続人は生存し
ていたわけであるから，遺言内容はそれを前提に書かれていて，遺言の効力発
生時点では，前提事情が大きく変ってしまっているのである。前提事情が変わ
っても，遺言書に書かれていることであれば，それを実現するのが遺言制度で
あるともいえる。しかし，受益相続人が先死し代襲相続が起こるのであれば，
別内容で遺言をする可能性もあり得るのである。
　遺言者が何を理由に指定相続分ないし遺産分割方法を定めたのかが分かれば，
代襲の可否を判断することもできるかもしれない。その理由を個別具体的には
明らかにしうるものがあるとしても，一般化することはできない。また，個別
事案でたとえば，老後の面倒を見てくれているので，その相続人の相続分を増
やそうと考えたことが分かったとしても，代襲を認めるかは別問題である。そ
の受益相続人が先死した場合には，いろいろ支えてくれたのはその相続人の家
族だから代襲させても良い，と思っているかもしれない。しかし，代襲者と，
受益相続人の相続人とは一致しないのであるから，当該受益相続人の配偶者へ
の遺贈を含めて再度考え直すことはあり得るのである。
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　このように，相続分指定と分割方法の指定をした理由と，代襲相続するかど
うかの意思とは区別できるのであるから，後者の意思が不明である以上は代襲
させない，というのがよいのではないだろうか。
　 3　遺言者の意思と994条 1 項類推適用
　学説でしばしば参照される，遺贈の代襲を否定する９９4条 1 項が審判例・裁
判例ではあまり参照されず，本件最高裁判決も言及しない。遺言が相手方のな
い単独行為であり，裁判所では純粋に遺言の解釈の問題として処理されていて，
民法の政策的配慮や利益衡量が問題とはなっていないからだろうか。同項には
但書がなく，類推すると特段の事情による操作ができなくなるとも思われる。
　学説では，９９4条 1 項を意思解釈の基本と理解して，類推適用している。ま
た，一般化しづらい遺言者の意思を９９4条 1 項を類推適用することで一般化の
一助とし，または政策的に類似の制度とのバランスも考慮される場合もあろう。
　 4　その他の問題点
　相続させる旨の遺言により分割方法の指定された遺産は，遺言者の死亡と同
時に，受益相続人に帰属することになるとされてきた。それを前提として代襲
を認めた場合に，代襲者が複数いたとすると，代襲者の分割方法は定められて
いないためにそこでは共有とならざるを得ないが，その共有の性質や分割方法
について問題が生じうる。
　反対に遺言の効力が代襲相続に及ばないとすると，一つの遺贈が無効となる
場合とは異なり，遺言者の意図した相続の一部が無効になることがある。そう
すると，一条項の無効が他にどのように影響するかという問題がでてくる。特
定の相続人「その人」との関係を考慮してある条項を定めたとしても，すでに
手元にある財産の分配である以上，各条項はその背後において相互に関連して
いて，他の条項を定めた前提も崩れてくる可能性があるからである。
　 5　結　　論
　以上の検討の結果，本件最高裁の結論には賛成するが，遺言は代襲相続に影
30）
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響しないという立場をとりたい。その理由は，上記のとおりであるが，遺言者
が代襲を考慮していたか不明だからである。相続は被相続人から相続人への遺
産承継であり，その意味では最高裁のいうように，遺言者は特定の推定相続人
に当該遺産を取得させる意思を有するのはもちろんである。遺言者がその結論
に至るには，様々な理由あるはずである。また，相続分指定や分割方法の指定
の意思の他に，代襲を認める意思を別途考えることができるのであるから，後
者の意思が不明である以上は，代襲を認めるわけにはいかない。遺言者が代襲
者についても明示的に定めている場合（受益相続人の先死を条件とする補充的遺
言）には，それに従えばよい。したがって，９01条のいう，被代襲者が「受け
るべきであったもの」には指定相続分を含まないと考える。
　９９4条 1 項の類推適用は必要だろう。特定の者に相続させる条項がその者の
先死により無効となることを，遺言の性質として統一的に理解するためである。
　代襲者が複数いる場合には共有の問題が生じる。この共有は，遺産共有とし
て９0６条にしたがって処理する方がよいと思うが，「相続させる」旨の遺言の論
理では，そうはならないと思われる。したがって，遺言者が代襲を認めていた
としても，代襲者の数が遺言時とは変わっている場合，たとえば，遺言作成後
にさらに被代襲者に子（代襲者）が生まれていたような場合も含めて，遺言の
効力は代襲には及ばないとするべきではないだろうか。
　 6　本判決の射程
　本件最高裁は，「被相続人の遺産の承継に関する遺言をする者は」と始めて，
遺言者の遺言作成時における一般的思考方法に言及し，それを相続させる旨の
遺言にも当てはめる。遺言では遺贈をはじめ相続分指定や遺産分割方法の指定
ができるわけであるから，この最高裁の叙述は，それらいずれにも当てはまる
ことになる。本判決は，相続させる旨の遺言に対するものであるが，「相続さ
せる」旨の遺言でない場合でも，遺言がある場合には代襲相続が起こらない，
という結論を導くだけの素地を備えていることになる。
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